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前 書 き 

 国土交通省は、国土調査法（昭和 26 年法律第 180 号）及び国土調査促進特別措置

法（昭和 37 年法律第 143 号）に基づき、累次にわたって策定した国土調査事業十箇

年計画により地籍整備を推進している。一方、法務省では、「民活と各省連携による地

籍整備の推進」（平成 15 年 6 月 26 日都市再生本部決定）の方針を踏まえ、全国の都

市部の人口集中地区（ＤＩＤ）の地図混乱地域を対象に登記所備付地図の作成を計画

的に実施している。 

しかしながら、地籍整備については、国として長年にわたり推進しているにもかか

わらず、依然として未整備の国土が広く存在し、現行の「第 6次国土調査事業十箇年

計画」（平成 22 年 5 月 25 日閣議決定）では、平成 31 年度末までに地籍調査の進捗率

を 57％とする目標が設定されているが、29 年度末時点で 52％にとどまっており、東

海、近畿及び南関東地方は特に進捗が遅れている。 

地籍整備の推進は、災害からの迅速な復旧復興や円滑なまちづくり、土地取引の円

滑化等のためにも極めて重要であり、国も、「国土強靱化基本計画」（平成 30 年 12 月

14 日閣議決定）や「未来投資戦略 2018」（平成 30 年 6 月 15 日閣議決定）において、

地籍調査や登記所備付地図の整備などの取組を進めることとしている。 

さらに、今後、南海トラフ地震、首都直下地震等を始めとする様々なリスクを踏ま

えると、日本国土における地籍整備の更なる加速化が必要な状況にある。 

この政策評価は、以上のような状況を踏まえ、地籍整備の推進に関する政策につい

て、総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から評価を行い、関

係行政の今後の在り方の検討に資するために実施したものである。 
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